
１１１１　　　　総括総括総括総括

((((1111) ) ) ) 人件費人件費人件費人件費のののの状況状況状況状況（（（（普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算））））

((((2222) ) ) ) 職員給与費職員給与費職員給与費職員給与費のののの状況状況状況状況（（（（普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算））））

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、２０年４月１日現在の人数である。

((((3333) ) ) ) 特記事項特記事項特記事項特記事項（平成２０年度）
特別職（町長、副町長、教育長）給与を平均１７.５％削減、２０年１２月より副町長減員

特別職の期末手当を０.５月削減

時間外手当を削減するため、週二回ノー残業デイを継続実施
職員共済会への公費負担廃止

((((4444) ) ) ) ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数のののの状況状況状況状況（（（（各年各年各年各年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり

職員手当給　 料 給与費 B/A

１９年度

歳　 出　 額　
区　分

　　　　　千円

4,772,1139,966

職 員 数
区　分

　　　　　（１9年度末）

　　　　　　　千円 　　　　　千円人　 　　　　　　％

　　　　　　Ａ

　　　　　　　　　　　％

19.946,048 931,471

下仁田町の給与・定員管理等について

人　 件　 費 （参考）

Ｂ／Ａ

人 件 費 率実 質 収 支

　　　　　　Ｂ １８年度の人件費率

住民基本台帳人口

（参考）１８年度平均

19.5

千円

5,7215,930

千円

一人当たり給与費

418,024

　　　　　　Ａ

千円
１９年度

105 622,601

人 千円

44,720

千円 　　　　　千円

159,857

(H15)
95.7(H15)

94.5

(H15)
97.7 (H20)

97.1

(H20)
93.3

(H20)
94.2

90

95

100

105

下仁田町 類似団体平均 全国町村平均
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 ( ( ( (5555) ) ) ) 給与改定給与改定給与改定給与改定のののの状況状況状況状況
①月例給

　　　　　　　

（　　　　　　　 ％）

②特別給

　　　　　　　

２２２２　　　　職員職員職員職員のののの平均給与月額平均給与月額平均給与月額平均給与月額、、、、初任給等初任給等初任給等初任給等のののの状況状況状況状況
 ((((1111) ) ) ) 職員職員職員職員のののの平均年齢平均年齢平均年齢平均年齢、、、、平均給料月額及平均給料月額及平均給料月額及平均給料月額及びびびび平均給与月額平均給与月額平均給与月額平均給与月額のののの状況状況状況状況（（（（２０２０２０２０年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

48.8 歳 7 人 円 円 円

49.4 歳 4 人 円 円 円 53.9 歳 円

48.0 歳 3 人 円 円 円 41.7 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

47.3 歳 223 人 円 円 円

48.9 歳 4784 人 円 円

49.1 歳 9 人 円 円 円

円 円

円 円

円 円

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成17～19年の３ヶ年平均）

※技能労務職の職種と区分の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度に支給された

　期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

う ち そ の 他

うち学校給食員 4,411,200 3,582,900 1.23

うち用務員 4,162,800 3,227,400 1.29

　　下仁田町 － － －

区　　分

参　　　　考

年収ベース（試算値）の比較
公 務 員 民　　間

Ｃ／Ｄ
Ｃ Ｄ

－ － － －類似団体 278,439 293,566 288,578

－

国 284,679 － 320,623 － － － －

群馬県 321,040 353,567 340,839 － － －

う ち そ の 他

用務員 225,900 1.54

うち学校給食員 322,300 367,600 367,600 調理士 255,800 1.44

うち用務員 325,600 346,900 346,900

－ － － －　　下仁田町 324,200 361,400 361,400

参　　考

平均年齢 職員数 平均給料月額
平均給与月額 平均給与月額 対応する民間

平均年齢
平均給与月額

Ａ／Ｂ

4.50 4.50

区　　分

公　　務　　員 民　　　　　間

A の類似職種 Ｂ

平均給料月額 平均給与月額

支　給　月　数

２０年度
月 月 月 月 月 月

4.50 4.50

年間支給月数

（参考）

　民間の支給 　公務員の 較　　差 勧　　告 国　の　年　間

　割合　　　　　A 　支給月数　　B A-B

２０年度
円 円 136    円

387,642 387,506

％ ％

0.00 0.00

給　与　改　定　率

（参考）

国　の　改　定　率

国 41.1 325,113

322,95843.2

群馬県

類似団体

393,030434,305

342,100

43.8 358,204

A B A-B

0.04

（注）「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の
　　支給月数」は期末手当及び勤勉手当の年間支給月数である。

区　　分

下仁田町 43.8 410,200 377,800

（改定率）

0.00

平 均 年 齢
平均給与月額

（国ベース）

（注）「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラス
   パイレス比較した平均給与月額である。

区　分

0.00 0.00

360,793

（国ベース）

349,755

区　分

人事委員会の勧告

（改定月数）

民間給与 公務員給与

人事委員会の勧告

較　　差 勧　　告

％

387,506―
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（（（（2222) ) ) ) 職員職員職員職員のののの初任給初任給初任給初任給のののの状況状況状況状況（（（（２０２０２０２０年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

円 円 円

円 円 円

円 円 －

円 円 －

（（（（3333) ) ) ) 職員職員職員職員のののの経験年数別経験年数別経験年数別経験年数別・・・・学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額のののの状況状況状況状況（（（（２０２０２０２０年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

172,200 175,300

141,700

303,800

370,100

140,100

137,300

338,300238,500

高　校　卒

中　学　卒

274,400

中　学　卒

高　校　卒

区　　　　分

国

140,100

群馬県区　　　　　分 下仁田町

経験年数２０～２５年経験年数１５～２０年

332,600276,400

172,200

技能労務職

大　学　卒

高　校　卒

大　学　卒

一般行政職

技能労務職

一般行政職

経験年数１０～１５年

135,600高　校　卒
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３３３３　　　　一般行政職一般行政職一般行政職一般行政職のののの級別職員数等級別職員数等級別職員数等級別職員数等のののの状況状況状況状況
 一般行政職 一般行政職 一般行政職 一般行政職のののの級別職員数級別職員数級別職員数級別職員数のののの状況状況状況状況（（（（２０２０２０２０年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

（注）１　下仁田町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

　（（注）平成１８年に８級制から６級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ　
 　　統合）　　　　　

３　　級 　主　　　幹

　係長・係長代理

31

　　　　　　　　人

４　　級
29

　主　　　事

２　　級 　主　　　任
5

　　　　　　　　人

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％
１　　級

区　　分 標準的な職務内容

10

　　　　　　　　％

　　　　　　　　人

　　　　　　　　％

　　　　　　　　人

5.5

31.9

34.0

　　　　　　　　％

６　　級

14.3

　　　　　　　　％　　　　　　　　人

　課長補佐
13

11.0
　課　　　長

５　　級
　　　　　　　　％

3

構成比

3.3

職員数

１級
3.3%

１級
4.4%

１級
0.0%

２級
5.5%

２級
6.6%

２級
1.9%

３級
34.0%

３級
37.3%

３級
20.0%

４級
31.9%

４級
27.5%

４級
11.4%

５級
14.3%

５級
13.2%

５級
20.0%

６級
11.0%

６級
11.0%

６級
26.7%

７級
14.3%

８級
5.7%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成２０年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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４４４４　　　　職員職員職員職員のののの手当手当手当手当のののの状況状況状況状況

（（（（1111) ) ) ) 期末手当期末手当期末手当期末手当・・・・勤勉手当勤勉手当勤勉手当勤勉手当

千円 千円

（１９年度支給割合） （１９年度支給割合） （１９年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　５～１５％ ・役職加算　５～２０％ ・役職加算　５～２０％

・管理監督者加算　15～25% ・管理職加算　１０～２５％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

町の財政のため、勤勉手当を０．５月削減

（（（（2222) ) ) ) 退職手当退職手当退職手当退職手当（（（（２０２０２０２０年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職の特例 その他の加算措置 定年前早期退職特別手当

　（定年前の年数１年につき２％加算） （2～20％加算）

（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　なし )

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、１９年度に退職した職員に支給された平均額である。

 ((((3333) ) ) ) 時間外勤務手当時間外勤務手当時間外勤務手当時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ １ ９ 年 度 決 算 ）

支 給 実 績 （ １ ８ 年 度 決 算 ）

1.50

0.75

47.50

59.28

30.55

41.34

59.28

59.28

23.50

33.50

3.00

1.60

1.45

0.75

3.00

1.60

47.50

59.28

国

30.55

41.34

59.28

59.28

169

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ １ ８ 年 度 決 算 ）

11,243

141

23.50

33.50

13,172支 給 実 績 （ １ ９ 年 度 決 算 ）

20,2586,032

下　仁　田　町 国群　　馬　　県

１人当たり平均支給額（１９年度）

1,907

下　仁　田　町

１人当たり平均支給額（１９年度）

0.95

1,502

3.00

―

5



（（（（4444) ) ) ) そのそのそのその他他他他のののの手当手当手当手当（（（（２０２０２０２０年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

円

５５５５　　　　特別職特別職特別職特別職のののの報酬等報酬等報酬等報酬等のののの状況状況状況状況（（（（２０２０２０２０年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

月分

月分

(注）給料、報酬及び期末手当の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         

448,000

275,000

        2.85 (4.50)

千円

副 町 長

教 育 長

議 長

町 長

540,000

566,000

463,000

千円

379,000787,000

２，０００円～２４，５００円

異

町 長

区 分

通勤手当

給 料 月 額 等

給

料

同 6,044

借家・借間入居者　家賃額により算出　 最高２７，０００円

同

配偶者以外　１人　　　　　　　　　　　　　　　６，５００円

５，０００円加算

交通機関を利用する場合 ６ヶ月定期券等　最高５５，０００円

扶養手当 配偶者がいない場合、そのうち１人は　　１１，０００円

内容及び支給単価手　当　名

配偶者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 １３，０００円

住居手当

満１６歳の年度始めから満２２歳の年度末までの子

582,000

479,000

課長等 30,200円 所長等 17,500円 課長補佐等 16,600円

交通用具使用者 通勤距離に応じて支給

5,965

国 の 制

異 同

千円

410,400

（参考）類似団体における最高／最低額

千円

管理職手当

16,871

自己所有住宅の場合　新築購入後５年間は　  ２５００円
同

213,000

199,000

　　（２０年度支給割合）

（１９年度決算）

6,847

154,500

198,000

301,000

316,000

　　（２０年度支給割合）

131,000

　　　　4.00 (4.50)

報

酬

期
末
手
当

副 議 長

議 員

副 町 長

副 議 長

教 育 長

議 長

議 員

640,000

平均支給年額
（１９年度決算）

273,880

355,000

支給実績
度 と の

円

円

213,018 円

231,106

64,299

支給職員１人当たり
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６６６６　　　　職員数職員数職員数職員数のののの状況状況状況状況

（（（（1111))))部門別職員数部門別職員数部門別職員数部門別職員数のののの状況状況状況状況とととと主主主主なななな増減理由増減理由増減理由増減理由
（各年４月１日現在）

人口1,000人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口1,000人当たり職員数 人）

人口1,000人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口1,000人当たり職員数 人）

人口1,000人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

106

5
8

8
4

6
8

普
通
会
計
部
門

34

衛　　　生
農林水産

2

小　計

教育部門

2

　　　　　　　　　区　　分

　部　　門

8
14

一
般
行
政
部
門

計

総　　　務
税　　　務

議　　　会

8

97

対前年
増減数

-2

平成２０年

職 員 数

民　　　生

商　　　工

＜参考＞

　新規事業に伴う増

9

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

そ  の  他

小　計

ガ　　　ス

土　　　木

合　　計

32
9

15
8

簡　　　水
水　　　道

4

10.64

1

1

-3

1

19

87

20

6

90 -3

-2

主 な 増 減 理 由
平成１９年

5
8

-4

25

[      176      ］

-1

110

　新規事業に伴う増

9

[      176      ］

26

132

9.64

8.73

　事務の統廃合縮小による

　事務の統廃合縮小による

　事務の統廃合縮小による

12.07

＜参考＞

135 ＜参考＞

13.25[      0    ］

7



（（（（2222))))年齢別職員構成年齢別職員構成年齢別職員構成年齢別職員構成のののの状況状況状況状況（（（（２０２０２０２０年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

　

((((3333))))定員管理定員管理定員管理定員管理のののの数値目標及数値目標及数値目標及数値目標及びびびび進捗状況進捗状況進捗状況進捗状況

①①①①平成平成平成平成１７１７１７１７年年年年４４４４月月月月１１１１日日日日～～～～平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日日日日におけるにおけるにおけるにおける定員管理定員管理定員管理定員管理のののの数値目標数値目標数値目標数値目標

人 人 人 ％

（（（（参考参考参考参考））））下仁田町行財政改革大綱下仁田町行財政改革大綱下仁田町行財政改革大綱下仁田町行財政改革大綱におけるにおけるにおけるにおける定員管理定員管理定員管理定員管理のののの数値目標数値目標数値目標数値目標（（（（数数数数・・・・率率率率））））

128

平成22年4月1日

職員数

23

52歳

人

14

人

始　期 終　期

平成22年 3月 31日

以上

計

51歳

～

48歳

14

～

59歳

20

人人

純減数 純減率

16144

平 成 17 年 4 月 1 日

計画期間

区　分

20歳 20歳

～

平成17年4月1日

人
～

31歳
～

職員数

未満 23歳

9

人 人

2 7

人

職員数

～

人

35歳

～ ～

人

39歳

15

55歳27歳

40歳

43歳 47歳

～

人人 人

13517 14

24歳 28歳

11.1

数値目標

　１６人、１１．１％の純減

～

32歳 44歳36歳 56歳 60歳

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

構成比

５年前の構成
比

%
（例）

8



②②②②定員管理定員管理定員管理定員管理のののの数値目標数値目標数値目標数値目標のののの年次別進捗状況年次別進捗状況年次別進捗状況年次別進捗状況（（（（実績実績実績実績））））のののの概要概要概要概要

（各年４月１日現在）

（注）１　計画期間は、１７年～２２年の５年間である。
      ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。
　　　３　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以   
  　　　降現年までの職員増減数の累計を示す。                                              

△5

144 139

２０年１９年

135

△4 △3

増 減

１８年

計画始期

　　　　　　　　　区　　分

　部　　門

132

１７年～２２年

計

―

21年

４年目

教　育
職員数

一般行政

増 減

職員数

職員数

28公 営 企 業

等 会 計

増 減

職員数

増 減

計

22

94

１７年

　　　　（　　％）

１年目 ３年目２年目

―

　　　　（　　％）

―

　　　　（　　％）

（参考）

数値目標

128

△16

―

△17  （106.3％）

128

△4
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７７７７　　　　公営企業職員公営企業職員公営企業職員公営企業職員のののの状況状況状況状況

　((((1111))))　　　　水道事業水道事業水道事業水道事業

  　① ① ① ① 職員給与費職員給与費職員給与費職員給与費のののの状況状況状況状況

ア　決算

　（参考）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
      ２　職員数は、２０年３月３１日現在の人数である。

イ　 特記事項（平成２０年度）

時間外手当を削減するため、週二回ノー残業デイを継続実施

職員共済会への公費負担廃止

② ② ② ② 職員職員職員職員のののの基本給基本給基本給基本給、、、、平均月収額及平均月収額及平均月収額及平均月収額及びびびび平均年齢平均年齢平均年齢平均年齢のののの状況状況状況状況（（（（２０２０２０２０年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ ③ ③ ③ 職員職員職員職員のののの手当手当手当手当のののの状況状況状況状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（１９年度支給割合） （１９年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

町の財政のため、勤勉手当を０．５月削減

3.000.95

374,552

　　　・役職加算　５～１５％

区　分

１人当たり平均支給額（１9年度）

団 体 平 均

平均月収額平　均　年　齢

下 仁 田 町

45.5

１9年度

　　　　　　区　　分 基　本　給

5,8337 25,962 5,284 9,503 40,749 5,821

千円人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円

総費用に占める

　　　　　　Ｂ／Ａ

（参考）１８年度平均

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　　　給与費 　　B/A 一人当たり給与費

職 員 数

める職員給与費比率

職員給与費比率 １８年度の総費用に占

下　　　仁　　　田　　　町 下仁田町　（一般行政職・団体平均等）

１人当たり平均支給額（19年度）

1,358

3.00

23.3

1,499

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

％

42.7 482,961323,464

一人当たり

　　計　　Ｂ

　　　・役職加算　５～１５％

0.95

Ｂ　

千円　

47,397

千円　

8,835

％

571,242

職員給与費

１9年度

区　分

総 費 用 純損益又は実

Ａ  

　質収支

203,578

　　　　千円

27.2

10



イ　退職手当（２０年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職の特例 その他の加算措置 定年前早期退職の特例

　（定年前の年数１年につき２％加算） 　（定年前の年数１年につき２％加算）

（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　なし ) （退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　なし )

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、１９年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　特殊勤務手当（２０年４月１日現在）

千円

　円

　％

エ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

月額　５，０００円

手当の種類（手当数）

手当の名称

100.0

2

主な支給対象業務

支給実績（19年度決算）

支給額

支給職員１人当たり平均支給年額（１9年度決算）

主な支給対象職員

815

116,457

職員全体に占める手当支給職員の割合（１9年度）

59.2859.28

33.50

59.28

59.2847.50

41.34 33.50

47.50

59.28

59.28

一回につき　１，６００円待機手当

支 給 実 績 （ １ ９ 年 度 決 算 ） 2,078

勤務時間外に自宅待機で緊急出動に備えて拘束される職員

支 給 実 績 （ １ ８ 年 度 決 算 ） 892

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ １ ８ 年 度 決 算 ） 127

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ １ ９ 年 度 決 算 ） 297

天然ガス、LPガス及び次亜塩素酸ナトリウム取扱いに従事する職員危険手当

30.55

下　　　仁　　　田　　　町

23.50 30.55

41.34

23.50

下仁田町　（一般行政職・団体平均等）

11



オ　その他の手当（２０年４月１日現在）

円

円

配偶者以外　１人　　　　　　　　　　　　　　　６，５００円

配偶者がいない場合、そのうち１人は　　１１，０００円

318
自己所有住宅の場合　新築購入後５年間は　  ２５００円

千円

円同

借家・借間入居者　家賃額により算出　 最高２７，０００円

交通機関を利用する場合 ６ヶ月定期券等　最高５５，０００円

課長 ３０，２００円　 課長補佐 １６，６００円

交通用具使用者 通勤距離に応じて支給

同

配偶者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 １３，０００円

384

0同 0

２，０００円～２４，５００円

千円 54,857

異

住居手当

満１６歳の年度始めから満２２歳の年度末までの子

管理職手当

５，０００円加算

浄水場及びガス供給所に主に勤務する職員で採用
時の年齢に応じて支給　　　　　　２０，０００円～６０，
０００円

通勤手当

同

一般行政
職の制度
との異同

1,209 円

（１９年度決算）

支給実績

241,800

円

千円

千円

支給職員１人当たり

159,000

（１９年度決算） 平均支給年額

扶養手当

手　当　名 内容及び支給単価

千円 240,000
初任給調整

手当
480

12



　((((1111))))　　　　ガスガスガスガス事業事業事業事業

  　① ① ① ① 職員給与費職員給与費職員給与費職員給与費のののの状況状況状況状況

ア　決算

　（参考）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
      ２　職員数は、２０年３月３１日現在の人数である。

イ　 特記事項（平成１８年度）

時間外手当を削減するため、週二回ノー残業デイを継続実施

職員共済会への公費負担廃止

② ② ② ② 職員職員職員職員のののの基本給基本給基本給基本給、、、、平均月収額及平均月収額及平均月収額及平均月収額及びびびび平均年齢平均年齢平均年齢平均年齢のののの状況状況状況状況（（（（２０２０２０２０年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ ③ ③ ③ 職員職員職員職員のののの手当手当手当手当のののの状況状況状況状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（１９年度支給割合） （１９年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

町の財政のため、勤勉手当を０．５月削減

期末・勤勉手当

（参考）１８年度平均

6

　　　　給与費 　　B/A 一人当たり給与費

　　　・役職加算　５～１５％

千円

１人当たり平均支給額（１９年度）

千円

1,499

6,694

総費用に占める

34.7

一人当たり

425,658

　　　　　千円

平均月収額基　本　給

給　 料

362,343下 仁 田 町

人 千円

48.3

１９年度

平　均　年　齢　　　　　　区　　分

5,998

1,566

　　　・役職加算　５～１５％

１９年度

区　分

職員数

　　計　　Ｂ

0.953.00

職員手当

3.00

24,769

職員給与費

　　　　　　Ａ

46,126133,019

純損益又は実

1,687

総費用

31.8

める職員給与費比率

％％

　　　　　　Ｂ／Ａ

　　　　千円

Ａ  

１８年度の総費用に占職員給与費比率

区　分

千円

　質収支

千円　 千円　

Ｂ　

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

団 体 平 均 44.0

千円

6,60940,166

363,579

9,399

571,152

下　　　仁　　　田　　　町 下仁田町　（一般行政職・団体平均等）

１人当たり平均支給額（１９年度）

0.95
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イ　退職手当（２０年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職の特例 その他の加算措置 定年前早期退職の特例

　（定年前の年数１年につき２％加算） 　（定年前の年数１年につき２％加算）

（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　なし ) （退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　なし )

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、１９年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　特殊勤務手当（２０年４月１日現在）

千円

　円

　％

エ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

145,360

83.3

危険手当 天然ガス、LPガス及び次亜塩素酸ナトリウム取扱いに従事する職員

夜間作業手当

水道及びガス施設の建設、維持管
理及び一般工事の施工、修繕又
はその監督のため夜間作業をした
職員

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ １ ９ 年 度 決 算 ）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ １ ８ 年 度 決 算 ）

413

月額　１０，０００円

一回につき　１，６００円

月額　５，０００円

285

支 給 実 績 （ １ ９ 年 度 決 算 ） 1,651

3

１夜につき　２，４００円

59.28

23.50

33.50

47.50

30.55

下　　　仁　　　田　　　町

午後１０時以降３０分以上従事した
場合

23.50 30.55

下仁田町　（一般行政職・団体平均等）

59.28

33.5041.34

59.28

59.28

41.34

59.2847.50

59.28

手当の名称 主な支給対象職員 支給額主な支給対象業務

支給実績（１９年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（１９年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（１９年度）

手当の種類（手当数）

757

ガス主任技術者手当 ガス主任技術者として従事する職員

待機手当 勤務時間外に自宅待機で緊急出動に備えて拘束される職員

支 給 実 績 （ １ ８ 年 度 決 算 ） 1,424
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オ　その他の手当（２０年４月１日現在）

円

円

支給実績

配偶者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 １３，０００円

支給職員１人当たり
内容及び支給単価手　当　名

千円 円

自己所有住宅の場合　新築購入後５年間は　  ２５００円

配偶者以外　１人　　　　　　　　　　　　　　　６，５００円

55,680

263,900

135,000

千円

千円

２，０００円～２４，５００円

同

管理職手当

扶養手当

住居手当

通勤手当

一般行政
職の制度
との異同

563 千円

５，０００円加算

同

同

借家・借間入居者　家賃額により算出　 最高２７，０００円

交通機関を利用する場合 ６ヶ月定期券等　最高５５，０００円

課長 ３０，２００円　 課長補佐 １６，６００円

交通用具使用者 通勤距離に応じて支給

満１６歳の年度始めから満２２歳の年度末までの子

281,688

（１９年度決算） 平均支給年額
（１９年度決算）

270

278

1,320 円

円

同

配偶者がいない場合、そのうち１人は　　１１，０００円

初任給調整
手当

浄水場及びガス供給所に主に勤務する職員で採用
時の年齢に応じて支給　　　　　　２０，０００円～６０，
０００円

異 480 千円 240,000
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